
 

 

ひきこもり対策推進事業実施要領 

 

第１ 目的 

  本事業は、ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもり本

人や家族等を支援することにより、ひきこもり本人の自立を推進し、本人及

び家族等の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

第２ ひきこもり地域支援センター設置運営事業 

 １ 趣旨 

  本事業は、各都道府県・指定都市に、ひきこもりに特化した第１次相談

窓口としての機能を有する「ひきこもり地域支援センター」（以下「セン

ター」という）を整備し、より支援に結びつきやすくするものである。 

本センターに「ひきこもり支援コーディネーター」を配置し、ひきこも

りの状態にある本人や家族からの電話、来所等による相談に応じ、適切な

助言を行うとともに、家庭訪問を中心とするアウトリーチ型の支援を行う

ものである。また、地域における関係機関とのネットワークの構築や、ひ

きこもり対策にとって必要な情報を広く提供する役割を担うなど、ひきこ

もり本人の自立を推進し、対象者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

     実施主体は、都道府県及び指定都市とする。 

   ただし、事業に必要な設備を備え、適切な運営が確保できると認められ

る民間団体等（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）に、事業の全部又は一部を

委託することができる。 

 

３ 事業内容 

   事業の内容は、次に掲げるものとする。 

（１）センターの設置 

   ア 設置か所数 

     センターは、都道府県及び指定都市に原則各２か所設置し、児童期・

成人期に応じた適切な相談等の支援が行える体制を整備する。 

        なお、か所数は、児童期１か所、成人期１か所の計２か所を基本と

するが、地域の実情に応じて、１のセンターで児童期・成人期を兼ね

ることは差し支えない。 



   イ 名称                                                         

     センターの名称は、「ひきこもり地域支援センター」とするなど、

ひきこもり対策の実施機関であることがわかるものとする。 

（２）センターの事業内容 

   ア ひきこもり本人又は家族等（以下「対象者」という）からの相談 

対象者からの電話、来所等による相談に応じ、適切な助言を行うと

ともに、家庭訪問を中心とするアウトリーチ型の支援を行うものとす

る。 

また、対象者の相談内容等に応じて、医療・保健・福祉・教育・労

働等の適切な関係機関へつなぎ、当該機関と情報交換を行うなど、対

象者の支援の状況把握に努めるとともに、適切な支援方法について検

討を行うものとする。 

 

  イ 連絡協議会の設置                                                     

       対象者の相談内容等に応じた適切な支援を行うことができるよう、

医療・保健・福祉・教育・労働等の関係機関からなる連絡協議会を設

置し、情報交換等各機関間で恒常的な連携が確保できるよう努める。 

     なお、関係機関からなる既存の連絡協議会等を活用することは差し

支えない。 

    

ウ 情報発信 

     リーフレットの作成等により、ひきこもりに関する普及啓発を図る

とともに、センター利用及び地域の関係機関・関係事業に係る広報・

周知を行うなど、ひきこもり対策に係る情報発信に努める。                                  

      

エ その他のひきこもり対策推進事業 

     上記アからウまでの事業以外でひきこもり対策の推進を目的とした

事業を実施する。 

 

（３）実施体制 

   ア  ひきこもり支援コーディネーターの配置 

センター１か所当たり、原則、ひきこもり支援コーディネーターを

２名以上配置するものとし、このうち専門職を１名以上配置するもの

とする。 

専門職は、社会福祉士、精神保健福祉士、保健師等の資格を有する

者とする。ただし、これによりがたい場合はこれらと同等に相談等業



務を行うことのできる者とする。 

 

イ  センターの開所日                                                     

     原則、週５日以上、１日８時間、週４０時間を目安として開所する

こととし、相談等ができる体制をとる。 

                                             

４ 対象者 

（１）児童期のセンターの対象者 

     原則、ひきこもり本人が１８歳未満の対象者とする。 

 

（２）成人期のセンターの対象者 

      原則、ひきこもり本人が１８歳以上の対象者とする。 

 

５ 実施上の留意事項  

（１）秘密の保持（利用者の個人情報の取扱） 

     本事業の実施に携わる職員は、利用者のプライバシーの保持に十分配

慮するとともに、業務上知り得た個人情報は、業務目的以外で他に漏ら

してはならないこと。特に利用者の個人情報を入手する場合には、支援

のために関係機関へ個人情報の提供がありうる旨を説明した上で、利用

者の了承を得ておくものとする。 

    また、利用者の同意が得られない場合等は、利用者と十分相談の上、

情報を取り扱う。 

 

（２）センター間の連携 

       児童期のセンター及び成人期のセンターの間の連携についても、利用

者の継続的な事業利用が円滑に行われるよう特に留意する。 

 

第３ ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業 

１ 趣旨 

   本事業は、ひきこもり対策を推進するため、ピアサポートを含む「ひき

こもりサポーター」（以下「サポーター」という）を養成・派遣し、地域

に潜在するひきこもりを早期に発見し、適切な支援機関に早期につなぐこ

とで、ひきこもりからの脱却の短期化を目指す。また、サポーターによる

対象者へのきめ細やかで継続的な相談支援によって、ひきこもり本人の自

立を推進し、対象者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 



２ ひきこもりサポーター養成研修事業 

（１）実施主体 

実施主体は、都道府県及び指定都市とする。 

ただし、事業に必要な設備を備え、適切な運営が確保できると認められ

る民間団体等（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、家族会等）に、事業の全部又

は一部を委託することができる。 

 

（２）事業内容 

    事業の内容は、次に掲げるものとする。 

ア 養成研修 

実施主体は、ひきこもり本人や家族等に対するボランティア支援（ひ

きこもりからの回復者や家族等によるピアサポート活動を含む）に関

心のある者を対象に、ひきこもりに関する基本的な知識（ひきこもり

の概要、支援方法、支援上の注意点等）を修得させる「ひきこもりサ

ポーター養成研修」を行う。 

 

 イ サポーター登録・名簿管理 

     研修修了者を対象に、サポーターとして活動することを同意した者

を名簿に登録し、管理する。同意の確認は、署名（様式は各実施主体

で作成）によることとする。 

当該名簿は、「ひきこもりサポーター派遣事業」を実施する市町村

（実施予定市町村も含む）へ提供し、派遣調整の際に活用する。 

    

（３）実施上の留意事項 

ア 秘密の保持（個人情報の取扱） 

     本事業の実施に携わる職員は、研修修了者のプライバシーの保持に

十分配慮するとともに、業務上知り得た個人情報は、業務目的以外で

他に漏らしてはならない。 

また、研修修了者にサポーターとして活動することの同意を得る際

には、サポーターとして登録された者の個人情報が「ひきこもりサポ

ーター派遣事業」を実施する市町村（実施予定市町村も含む）に提供

される旨を十分説明した上で、同意の署名を得る。 

 

イ 養成研修 

     養成研修の実施に当たっては、「ひきこもりの評価・支援に関する

ガイドライン」（平成２２年度厚生労働省公表）等を参考に、講義や



グループワークの形式等を活用し、ひきこもり支援を効果的に学べる

よう配慮すること。なお、必要に応じて継続研修を実施する等、修了

者のスキルアップにも配慮する。 

 

ウ 市町村との連携 

   サポーター名簿の管理につき、市町村との連携を図り、サポーター

の派遣が円滑に行われるよう留意すること。 

また、市町村から、サポーター派遣に当たっての技術的相談があっ

た場合には、サポーターに継続研修を実施する等の他、市町村に技術

的助言・指導を実施し、支援体制の充実を図る。 

 

３ ひきこもりサポーター派遣事業 

（１）実施主体 

      実施主体は、市町村（特別区含む）とする。 

    ただし、事業に必要な設備を備え、適切な運営が確保できると認めら

れる民間団体等（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、家族会等）に、事業の全

部又は一部を委託することができる。 

 

（２）事業内容 

    事業の内容は、次に掲げるものとする。 

ア ひきこもりサポーター派遣 

実施主体は、対象者が支援を希望した場合には、サポーターを選定

し、サポーターによる訪問支援、情報の提供等の支援を継続的に実施

する。派遣に当たっては、対象者及びサポーターに、派遣目的、活動

計画、活動内容を明確にし、双方の同意を得る。 

なお、対象者から派遣の中止及び終了の希望が示された場合には、

速やかに中止及び終了する。 

また、サポーターは地域に潜在するひきこもりの発見に努め、発見

した場合には実施主体に相談し、必要な支援を実施する。 

 

 イ 名簿管理 

実施主体（実施予定含む）は「ひきこもりサポーター養成研修事業」

の実施主体からサポーター名簿の提供を受け、その管理を行う。 

名簿の提供を受けた実施主体は、名簿に登録された者がひきこもり

サポーターとして活動する意向があることを再度確認した上で、名簿

を管理する。 



 

   ウ 派遣調整、助言及び指導 

     対象者がサポーターによる支援を希望した場合には、支援目的等を

確認の上、サポーターを選定する。 

サポーター派遣を開始した後は、サポーターからの報告を継続的に

受け、サポーターに対して対象者への関わり方の助言及び指導を継続

的に行い、本事業が適切に運用されるよう配慮する。また、必要であ

ればサポーターに継続研修を実施する等、適切な運用に配慮する。 

 

（３）実施上の留意事項 

   ア 養成研修の実施 

市町村が本事業を実施する上で、当該都道府県で「ひきこもりサポ

ーター養成研修事業」が実施されていない場合は、当該市町村におい

て養成研修を実施することも可能である。なお、実施に当たっては、

事前に社会・援護局総務課に相談されたい。 

 

 イ 派遣時の同意 

本事業では、対象者からの支援の希望を受けて派遣が開始されるが、

派遣開始に当たっては、事前に対象者の同意を得た上で調整を開始す

ることに留意する。 

 

ウ 事故等への対応 

派遣時の事故等につき、発生時の対応及び報告体制を整えておくこ

とに留意する。 

 


